
吸収合併に係る事前開示書類 

（会社法第 794 条第 1 項及び会社法施行規則第 191 条に基づき備え置く書面） 

 

2025 年 2 月 14 日 

 

横浜市保土ケ谷区星川二丁目４番１号 

古河電池株式会社 

代表取締役社長 黒田 修 

 

古河電池株式会社（以下、「当社」といいます。）は、株式会社 ABRI（以下、「ABRI」と

いいます。）との間で、2025 年 4 月 1 日を効力発生日として、当社を吸収合併存続会社、

ABRI を吸収合併消滅会社とする吸収合併（以下、「本合併」といいます。）をいたします。 

本合併に関する会社法第 794 条第 1 項及び会社法施行規則第 191 条に定める事前開示事

項は以下のとおりです。 

 

１．吸収合併契約の内容（会社法第 794 条第 1 項） 

別紙１のとおりです。 

 

２．合併対価及びその割当ての相当性に関する事項（会社法施行規則第 191 条第 1 号） 

当社は ABRI の発行済株式の全てを所有しているため、本合併に際して、ABRI の株

主に対して株式、金銭その他財産の交付は行いません。 

 

３．本合併に係る新株予約権の定めの相当性に関する事項（会社法施行規則第 191 条第 2

号） 

該当事項はありません。 

 

４．吸収合併消滅会社である ABRI に関する事項（会社法施行規則第 191 条第 3 号） 

（１）最終事業年度に係る計算書類等の内容 

別紙２のとおりです。 

（２）最終事業年度の末日後の日を臨時決算日とする臨時計算書類等の内容 

該当事項はありません。 

（３）最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、重大な債務の負担その他の会社

財産の状況に重要な影響を与える事象の内容 

該当事項はありません。 

 



５．吸収合併存続会社である当社における最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処

分、重大な債務の負担その他の会社財産の状況に重要な影響を与える事象の内容（会

社法施行規則第 191 条第 5 号） 

当社は、2024 年 7 月 23 日開催の取締役会において、株式会社ＡＰ78 による当社の

普通株式に対する公開買い付け（以下、「本公開買い付け」といいます。）に関して、

当社の意見として、本公開買い付けが開始された場合には、本公開買い付けに賛同の

意見を表明するとともに、当社の株主の皆様に対して、本公開買い付けへの応募を推

奨する旨を決議いたしました。なお、本公開買い付けが開始される時点で、改めて本

公開買い付けに関する意見表明を行うことを併せて決議しております。本公開買い付

け及びその後の一連の手続等が実行された場合、当社は古河電気工業株式会社の連結

子会社から外れて株式会社ＡＰ78 の完全子会社となり、当社株式は上場廃止となる予

定です。 

 

６．本合併が効力を生ずる日以後における当社の債務の履行の見込みに関する事項（会社

法施行規則第 191 条第 6 号） 

当社の最終事業年度の末日（2024 年 3 月 31 日）現在の貸借対照表における資産の

額は負債の額を上回っており、同日から本合併の効力発生日までの間に当社の債務の

履行に支障を来す事象は生じておらず、また見込まれておりません。 

また、本合併の効力発生日以後においても、当社の収益状況及びキャッシュフロー

の状況等に鑑みて、現時点において当社の債務の履行に支障を来すような事象の発生

は想定されておりません。 

以上のことから、本合併の効力発生日以後における当社の債務について、その履行

の見込みがあると判断しております。 

 

以上 
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第７期事業報告（2023年 4月 1日～2024年 3月 31日） 

 

１．株式会社の概況（2024年 3月 31日現在） 

（１）事業の経過及び成果 

 昨年は米国市場における EV市場の拡大が踊り場を迎えた。テスラは今年 1～3月の販売台数

が初めて前年同期を下回り、Big3 も EV の投資の延期や取りやめを発表し、政府も普及目標を

引き下げた。これは充電設備などのインフラ整備の遅れもあるが、長距離走行ができない、依

然価格が高いなど電池に起因する要因も大きい。一方中国は景気低迷の中 EV を含む新エネル

ギー車の販売台数は伸びている。シャオミが低価格 EVを販売し、BYDも値引きで販売台数を増

やしている。低価格が実現できる背景には、蓄電池のサプライチェーンが中国国内に構築され、

量産化が進み生産コストが下がってきていることが挙げられる。 

こうした世界情勢の中、当社は高エネルギー密度の次世代電池開発および実用化を目指して

7 年目となる。当社は事業のメインである古河電池株式会社から受託した研究および独自技術

の創出によって主に収益を上げており、今期の売上高は 74（百万円）、営業利益は 129（千円）、

経常利益は 1.1（百万円）、当期純利益は 1.0（百万円）であった。 

 

（２）設備投資の状況 

該当事項はありません。 

 

（３）資金調達の状況 

該当事項はありません。 

 

（４）財産及び損益の状況 

区分 2023年度（第 7期） 2022年度（第 6期） 2021年度（第 5期） 

売上高 （円） 74,400,000 79,080,000 79,080,000 

営業利益 （円） 129,175 4,347,288 5,760,160 

経常利益 （円） 1,054,104 5,792,805 6,770,420 

当期純利益 （円） 1,008,359 3,889,058 4,502,764 

 

（５）対処すべき課題 

該当事項はありません。 

 

（６）主要な事業内容 

リチウムイオン電池用材料の開発及び販売、次世代電池の開発及び販売、取得した知財権の運

用 

 

（７）主要な営業所及び使用人の状況（2024年 3月 31日現在） 

本店：東京都八王子市南大沢一丁目１番地 

使用人の状況： 従業員 4名 
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        前期末増減 1名増 

        平均年齢  37歳 

        平均勤続年数 6年  

 

（８）重要な親会社の状況 

当社の親会社は古河電池株式会社であり、同社は当社株式を 1,000株（持株比率 100%）保有し

ております。 

 

（９）主な借入先 

該当事項はありません。 

 

２．株式の状況（2024年 3月 31日現在） 

 ①発行可能株式総数 4,000株 

 ②発行済み株式総数 1,000株 

 ③当事業年度末の株主数 1名（古河電池株式会社 持株数 1,000株 持株比率 100%） 

 

３．会社役員に関する事項（2024年 3月 31日現在） 

 （１）役員の氏名等 

氏名 地位および担当 重要な兼職の状況 

阿部 英俊 代表取締役社長 国立大学法人山口大学 客員教授 

金村 聖志 取締役 CTO 東京都立大学 名誉教授 

松井 秀樹 取締役 古河電池株式会社 新事業推進部 

中堀 伸介 取締役 古河電池株式会社 顧問 

楠 翔 監査役 古河電池株式会社 経理部 

 

 （２）役員の報酬等の総額 

区分 支給人数 支給額合計 

取締役 2 20,058,252円 

監査役 ０ ― 

計 2 20,058,252円 

 
















